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車椅子介助搬送による避難行動要支援者の 
長距離避難支援に関する研究
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A study on long-distance evacuation support for residents who need 
assistance in evacuation by wheelchair-assisted transportation

Kenichi Tashiro＊1 and Takao Hashimoto＊2

Abstract: In this paper, we specifically examined evacuation transport support for residents in need of 
assistance in evacuation at the time of disaster on the current roads in an urban area, assuming 
evacuation to a wide area evacuation site with the assistance of a manually propelled wheelchair. The 
experiment was carried out by making four laps （total distance 2,184.4m） on a 546.1m course set on the 
current roads with ups and downs（longitudinal gradient of 0.25％ to 8.41％）. The purpose of this study 
is to contribute to the formulation of evacuation plans by clarifying the possibility of long-distance 
transportation and the transportation speed, the relationship between the road longitudinal gradient and 
the transportation speed, etc. regarding evacuation support by manually propelled wheelchairs.

Key words:  long-distance evacuation, residents in need of assistance in evacuation, manually propelled 
wheelchairs, the transportation velocity at which evacuation supporters carried residents who 
need assistance in evacuation in wheelchairs

１．は じ め に

避難行動要支援者（災害対策基本法第49条10第1項）
は，表－１に示すとおり，全人口の6％以上を占めている。

災害時において，これらの避難行動要支援者の死亡率
が高いことは，データ上にも示されている（表－2，表－3）。

消防庁は，徒歩避難を原則とした避難計画を策定する
際に必要となる歩行速度の参考データとして，図－１を
示しているが，避難行動要支援者を介助者が車椅子で支
援する場合における搬送速度の参考値は示していない。

車椅子による介助に関する先行研究として，能登ら
（2010）6）は，斜面長さ3.0mの実験用スロープで昇降実
験を行い，「1/10勾配を超える場合は前方への転落防止

のため後ろ向きに降りることが望ましいと考える」と述
べており，上り勾配の実験ばかりでなく，下り勾配の実
験も必要であることが示唆される。

車椅子の使用による避難行動要支援者の介助搬送速度
等に関する論文は限られているが，大津ら（2016）7）は，
自走用車椅子等を使用して，市街地津波避難を想定した
実験的研究を行っている。神戸大学六甲台地区（六甲台
第1キャンパス，鶴甲第1キャンパス等）に実験コース
を 設 定 し， 勾 配 及 び 距 離 を，0％×1,000m，6.77％×

＊1 国士舘大学 理工学部大学院工学研究科応用システム工学専攻
＊2 国士舘大学 理工学部まちづくり学系 教授

表－１　 災害対策基本法第49条の11第2項に基づき名簿情報が
提供されている避難行動要支援者の状況1）

表－3　 東日本大震災における主要被災三県（岩手，宮
城，福島）沿岸部27市町村における死亡率4）

表－2　過去の災害死者数のうちの高齢者の割合

（注） 東日本大震災及び平成30年7月豪雨：60歳以上  
令和元年台風第19号，令和2年7月豪雨：65歳以上
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200m，12.99％×100mとした3コースで実験を行った結
果，車椅子による平均速度として，0％で1.87m/s，6.77
％で1.28m/s，12.99％で0.92m/sなどの結果を得ている。

しかし，市街地の歩道等現道上において，一次避難地
や広域避難地までの長距離介助搬送が可能であるかどう
かまでは明らかにしておらず，また，一般市街地内にお
ける標準的な道路縦断勾配（0〜9％）の範囲内では，
6.77％の勾配における結果しか得ていないため，道路縦
断勾配と介助搬送速度との関係を示す近似式の設定まで
はできていない。

上記を踏まえ，本研究では，避難行動要支援者のう
ち，自力歩行が困難等の理由で，車椅子による介助搬送
が必要な場合について，災害時の避難に参考になるデー
タを取得することを目的として，車椅子による介助避難
搬送実験を行う。

実験は，実際の避難時を想定し，①体重に加えて着衣
や避難時携行品の重量も考慮し，②アップダウンのある
市街地内の現道上で，③一次避難地や広域避難地までの
長距離避難を想定した，手動車椅子（自走用及び介助
用）による介助避難搬送実験を行う。

本研究により，①手動車椅子による一次避難地や広域
避難地までの長距離介助搬送の可能性，②搬送速度（平
均速度・勾配による違い等），③避難場所までの搬送に
要する時間，などの基礎的データを取得することによ
り，今後の避難計画の立案に寄与することを目的とす
る。

2．研究の方法

2. １　実験コースの設定
実験コースとしては，市街地内における避難行動要支

援者の車椅子介助による避難行動支援を想定し，あわせ
て，勾配による速度変化のデータについても取得するこ
とを目的に，0％から8％以上（絶対値）までの各勾配
を含む，アップダウンのある周回コースを選定した。

周回距離は，一次避難地までの距離が500m以内8）と
されていることから，安全側で，それ以上の距離となる
1周が約500m以上となる周回コースを選定するととも
に，広域避難地までの距離が2,000m以内8）とされてい
ることから，周回コースを4周回することとした。

周回実験コースは，図－2のとおり，東京都世田谷区
内の市街地現道上に設定した。始終点を①地点とし，右
回り，左回り両方向の車椅子による搬送実験を実施し
た。 実測距離は，1周546.1m（＞500m）であるため，
これを4周すると2,184.4m（＞2,000m）になる。

コースは安全面を考慮し，街区からのアプローチ道路
②・③・⑦を除く交差点を横断しないようにした。街区
からのアプローチ道路から出てくる車と遭遇したのは，
全試行のうち1回のみ（⑦地点）であった。また，⑨－
⑪間には世田谷区本庁舎等整備工事のための工事用車両
の出入口，⑫－⑬間及び⑯地点には世田谷区役所駐車場
への出入口があるが，いずれも常時ガードマンの誘導が
あり，安全が確保されていた。

図－3に断面展開図を，表－4に実験コースの標高，距
離，勾配等の諸元を示した。標高はT.P.+31.79〜38.23m
で，高低差は6.44mである。点間平均縦断勾配の絶対値

（右回りと左回りで符号が異なる。）は，0.25％〜8.41％
である。

図－１　歩行速度の参考値5）

図－2　搬送実験のために設定した周回コース平面図
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2. 2　実 験 機 材
実験に使用する車椅子は，標準的な，図－4に示すJIS 

T 9201による手動車椅子（自走用標準形及び介助用標
準形）とした。また，安全面に留意して，厚生労働省の
福祉用具臨床的評価事業に基づく認証品（QAP認証）
とするとともに，制動用ブレーキ付きのものとした。

本研究では，車椅子単独での実験に加えて，災害時に
おける道路の波打ち・亀裂，路側の建築物や工作物の倒
壊等による瓦礫の堆積，噴砂，土砂の流れ込み等による
路面の泥濘化などを考慮し，「芝生や土の路面，砂利道
や積雪時・砂浜など，今までは極めて困難だった不整地
での車椅子のスムーズな移動を可能にする車椅子の補助
装置」としている「簡易装着型けん引式車椅子補助装置

（図－5）」（以下「けん引式補助装置」という。）を車椅子
に装着しての実験も実施した。

2. 3　避難行動要支援者の想定及び総重量の設定
避難行動要支援者のうち，自力歩行が困難等の理由

で，車椅子による介助搬送が必要な場合のほか，視覚障
害者についても，災害避難時においては，車椅子による

避難行動支援が必要になる（より有効な）場合も考えら
れる。

車椅子による介助に関する既往研究では，特に乗車者
の体重を統一していないものも多いが，乗車者の体重を
一定に調整しているもの（大津ら（2016）7）：62.04kg），
車椅子を含めた総重量を一定にしているもの（吉原ら

（1997）9）：76.6kg）がある。
本研究では，避難行動要支援者と着衣及び携行品の合

計を70kgと想定し，重りで70kgになるように調整す

図－3　周回コース断面（展開）図

表－4　標高，標高差，点間距離，点間勾配等一覧（m）

（注）始点及び終点標高は，左回りでは逆（始点が終点，終点が始点）になる。

図－4　実験機材（車椅子）
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る。これに車椅子重量を加えると，自走用車椅子（以下
「自走用」という。）の場合の総重量82.7kg，介助用車椅
子（以下「介助用」という。）の場合の総重量81.9kgに
なる。また，けん引式補助装置の重量は，2.7kgである。

2. 4　被験者（介助者）
被験者（介助者）は，20代14名を中心とし，参考に，

年代間の搬送速度の差を確認するため，30代2名，40代
1名，60代3名を加えた計20名の健常者で実施する。な
お，30代は，男性1名及び女性1名（男性は1名のみ），
40代は，男性1名のみの結果であり，統計分析を実施す
る標本サイズ（最低3標本）に満たないため，今回の実
験結果は中間報告（参考値）とし，さらに研究を進める
予定である。

2. 5　介助搬送実験の種類
実験の種類は，自走用による介助搬送実験（右回り，

左回り）のほか，さらに，自走用との比較のため，介助
用（右回り，左回り），自走用＋けん引式補助装置（右
回り），介助用＋けん引式補助装置（右回り）による介
助搬送実験をそれぞれ実施（計6種類）した。

2. 6　介助搬送速度の計測
図－2に示す16地点を通過するたびに，ストップウォ

ッチで，スタート時からの累積経過時間を計測した。車
椅子の一時停止（車両の出入り待ち，段差乗り越えに時
間を要した場合等）が発生した際には，当該時間を記録
し，停止が発生した区間の通過時間から差し引いた。

3．車椅子介助搬送実験実施結果の概要

3. １　 被験者（介助者）ごとの介助搬送実験の実施結
果

前章で示した研究の方法により実施した，介助搬送実
験実施結果の概要を，表－5に示す。なお，すべての実
験種別において，各年代の被験者が4周回を完走し，搬
送途中での実験中断は一度も発生しなかった。

実験種別ごとの平均速度については，自走用：1.48m/s
（右回り）及び1.51m/s（左回り），介助用：1.42m/s（右
回り）及び1.43m/s（左回り），自補右：1.29m/s，介補
右：1.33m/sという結果であった。

これは，能登ら（2009）10）が，「速度が1.7m/sを超え
ると大きく乗り心地が低下した」と述べている速度を，
いずれも下回るものであった。

3. 2　段差における停止
⑪地点には，図－6に示すＬ型側溝（5cm切下げタイ

プ）が存在するとともに，⑩地点には，図－7に示すＬ
型街渠（2cm切下げタイプ）が存在する。このうち，⑪
地点の段差において，表－6に示す一時停止が発生した。

図－5　実験機材（簡易装着型けん引式車椅子補助装置）

表－5　車椅子介助搬送実験実施結果一覧

（注）自右：自走用右回り搬送，自左：同左回り搬送，介右：介助用右
回り搬送，介左：同左回り搬送，自補右：自走用（けん引式補助
装置装着）右回り搬送，介補右：介助用（けん引式補助装置装着）
右回り搬送
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表－6のとおり，5cmの段差を有する⑪地点では，け
ん引式補助装置装着を装着していない場合，1試行4周
回当たり，自走用車椅子介助搬送で平均1.23回，介助用
車椅子介助搬送で平均1.40回の一時停止が発生した。

けん引式補助装置を装着した場合，前輪（キャスタ）
を浮かしてけん引するため，一度も停止がなかった。こ
れは，前輪を接地させないけん引式の利点であると考え

られ，災害時に道路面に障害が発生し，自走用や介助用
では介助搬送が難しい場合においても，けん引式なら介
助搬送可能な場合があり得ることを示唆している。

また，本来車両乗入部で使用される段差5cmの歩道
切下げ部においては，上述のとおり，4周回当たり平均
1.23回（自走用）及び1.40回（介助用）の一時停止が発
生したが，横断歩道部で使用する段差2cmの歩道切下
げ部では，一度も一時停止が発生しなかった。

本研究による車椅子介助搬送実験の結果は，「車椅子
使用者が困難なく通行でき，かつ，視覚障害者（盲導犬
使用者を含む。）が歩車道境界部を白杖や足により容易
に認知できるよう，高さ 2cm を標準とした段差を設け
る」としている道路の移動等円滑化に関するガイドライ
ン11）の考え方が，車椅子使用者が自走する場合ばかり
ではなく，介助者が避難行動要支援者を車椅子で押して
介助搬送する場合においても，同様に妥当であることを
示したものとなった。

4．車椅子介助搬送実験結果の分析

4. １　搬送速度に関する実験種別ごとの分析
ⅰ．実験種別ごとの搬送速度に係る各種統計量と検定
介助搬送実験種別ごとの各種統計量の一覧を表－7に，

それをグラフ化したものを図－8に示す。なお，表－7の
分析で使用した介助平均搬送速度の個別データについて
は，表－5に示したものと同じであるため，本表中では
省略している（以下，表－8から表－１0までの分析におい
ても同様である。）。

実験種別群間に有意な差があるかどうか，群間の標本
サイズが異なる場合にも使用できるTukey-Kramerの手
法により多重比較検定を行った。その結果，「自左」と

「自補右」の間にだけ，5％有意水準で有意な差があると
判定された（図－8）。このことについては，次項で考察
する。

ⅱ．けん引式補助装置の考察
実験開始前には，前輪（キャスタ）を接地させない

図－6　⑪地点の段差（右回り方向）

図－7　⑩地点の段差（左回り方向）

表－6　段差における停止回数一覧

（注）自走：自走用車椅子介助搬送，介助：介助用車椅子
介助搬送，自補：自走用車椅子（けん引式補助装置
装着）介助搬送，介補：介助用車椅子（けん引式補
助装置装着）介助搬送

表－7　介助搬送実験種別ごとの各種統計量一覧
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「けん引式補助装置装着」の場合が，最も搬送速度が大
きいものと予測していたが，予測とは異なる結果になっ
た。

この要因については，けん引式補助装置を装着した試
行後，20代の被験者も含め，「腕にダメージが来て，途
中で何回か実験を中断しようと思った」という言葉に集
約される。自走用，介助用を押す場合には，鉛直荷重は
車輪から直接路面に伝達されるため，被験者は，車椅子
を押す力だけで搬送することが可能である。これに対し
て，けん引式補助装置を装着した場合には，被験者は，
車椅子を曳く力のほかに，けん引式補助装置先端部を常
時持ち上げる力が必要になる。本研究で使用した車椅子
の場合，けん引式補助装置を先端で上方に持ち上げる力

（下方に作用する力）を測定したところ，自走用で6.5kg，
介助用で5.1kgであった（乗車重量70kg，乗車者：標準
姿勢）。このように，車椅子を曳く力のほか，2,000m以
上，20分間以上にわたって，常時車椅子の先端を持ち
上げるために5kg以上の力が必要になることが，被験者
の腕に負荷を与え続ける。

災害時に路面障害が発生した場合は，前輪を接地させ
ない，けん引式補助装置を装着する方が優位である可能
性がある。しかし，搬送が長距離に及ぶときには，複数

の介助者で協力して，あるいは交代しながら搬送するこ
とが必要になることに留意する。

ⅲ．自走用及び介助用の搬送速度
ⅰ．で述べた通り，多重比較検定の結果，5％有意水

準で有意な差があると判定されたのは，「自左」と「自
補右」の間だけであった。この結果を受けて，自走用

（自右＋自左），介助用（介右＋介左），自走用＋介助用
（自右＋自左＋介右＋介左）の介助搬送速度の平均値及
び95％信頼区間などの各種統計量を表－8に示すとおり
分析し，自走用で，平均搬送速度1.50m/s（95％信頼区
間：1.46〜1.53m/s），介助用で，同1.43m/s（同：1.37〜
1.49m/s），自走用＋介助用で，同1.47m/s（同：1.44〜
1.50m/s）という結果を得た（この結果を，図－9に図示
する。）。

4. 2　搬送速度に関する被験者年代別の分析（参考）
ⅰ． 搬送速度に関する被験者年代別各種統計量と検定

（参考）
参考に，自走用，介助用，「自走用＋介助用」別に，

年代群ごとの各種統計量を表－9及び表－１0のとおり計算
し，それをグラフ化したものを図－１0〜図－１2に表示す
る。

図－8　介助搬送実験種別ごとの基本統計量
図－9　「自走用」及び「介助用」の基本統計量

表－8　「自走用」及び「介助用」の各種統計量
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搬送速度に関する被験者の年代群間に有意な差がある
かどうかについて，Tukey-Kramerの手法により多重比
較検定を行ったが，どの群間にも，5％有意水準で有意
な差があるとは判定されなかった。

ⅱ．年代と搬送速度に関係する年齢－歩行速度関係
前項では，各年代群間の搬送速度について，5％有意

水準で有意な差があるとは判定されず，「今回の実験か
ら得られた標本では，差があるかどうかを判定できなか

った」という結果を示した。
以下，本節と次節では，年齢と歩行速度との関係及び

歩行速度と搬送速度との関係を調べ，歩行速度の測定に
より搬送速度を推定できる可能性があるかどうかについ
て検討する。もし可能であれば，阿久津（1975）12）が提
示した年齢と歩行速度等との関係（表－１１）などにより，
年齢と搬送速度の関係を推定できる可能性がある。

表－１１を見ると，高齢になるほど阿久津（1975）と本

表－9　「自走用」及び「介助用」の年代別各種統計量

表－１0　「自走用＋介助用」の年代別各種統計量

図－１0　「自走用」の年代別基本統計量

図－１１　「介助用」の年代別基本統計量

図－１2　「自走用＋介助用」の年代別基本統計量
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実験の被験者との歩行速度の差が大きくなっている（本
実験に参加した被験者の方が，歩行速度が大きい。）。こ
れは，現在よりも当時の定年年齢が低かったことや（本
実験に参加した60代の被験者は，全員が現役の勤労者
である。），本実験の被験者を健常者に限定していること
などが影響している可能性がある。

また，表－１１のデータは，1975年と古いため，現代に
おける年齢と歩行速度の関係に係る研究が期待される。

4. 3　 被験者（介助者）の通常歩行速度と搬送速度の
関係

被験者（介助者）の通常歩行速度（搬送実験と同じコ
ースを使用）と搬送速度（生データ＋移動平均）との関
係を図－１3に示す。

これによれば，歩行速度1.6m/s以下のデータ群では，
歩行速度と搬送速度（移動平均）とが，移動平均を取る
と，ほぼ同程度の速度となっている。これに対して，歩
行速度1.6m/s以上のデータ群では，搬送速度が歩行速
度をすべて下回っている。

この結果は，被験者が，搬送速度が1.6m/s以上にな
ると，自ら介助搬送の安全性が損なわれると判断したた
めと考えられる。このことは，能登ら（2009）10）が，「速
度が1.7m/sを超えると大きく乗り心地が低下した」と
述べていることと符合している。

4. 4　 介助搬送速度への道路縦断勾配による影響の分
析

上記4.1〜4.2節の実験結果に係る分析は，4周2,184.4m
の平均搬送速度で議論したが，本節では，介助搬送速度
に対する縦断勾配の影響を分析する。

縦断勾配の影響は，プラスの勾配とマイナスの勾配と
があるが，マイナスの勾配による影響は，主として制動
用ブレーキの使用などによる走行安全性を確保するため
の速度制御の問題になる。マイナスの勾配による影響に
ついては，本節iii.で触れる。

本研究で行った実験でも，－3％を超える縦断勾配に
おいては，制動用ブレーキを適切に使用しないと走行安
全性を確保することができない状況であった。

ⅰ．「自走用」の搬送速度への縦断勾配の影響
本実験結果から得られた自走用の縦断勾配と搬送速度

に関する対応関係を，表－１2に示す。
①　最小二乗法を利用した近似曲線の精度
散布図の作成と最小二乗法を利用した近似曲線のあて

はめを行うため，関数モデルの近似精度を検証する。
表－１2のデータに基づき，直線のほか，直線とともに

近似精度のよい指数関数により，最小二乗法を利用して
近似曲線の近似精度を検証したものが，表－１3である。

表－１3に示すとおり，両関数とも，自由度修正済決定
係数が0.48と，0.50以下となっており，精度がいいとは
言えない。

そのため，表－１2のデータを，図－１4にグラフ化した
ものに，より取り扱いが容易な直線による近似曲線を記
入して，外れ値があるかどうかを見る。

②　外れ値の検定
表－１2のデータについて，Smirnov-Grubbs検定による

外れ値の分析（有意水準：0.05）を行った結果，表－１4
に示すとおり，縦断勾配1.24％のデータ（表－１2の網掛
け部）のみ，外れ値として棄却（除外）された（検定p 
値：0.0043）。

③　外れ値（異常値）を除いた近似曲線の精度
外れ値（表－１2の網掛け部）を除外したデータによる

図－１3　被験者の歩行速度と搬送速度

表－１１　年齢と歩行速度等の関係（20－69歳）
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関数モデルの自由度修正済決定係数を表－１5に示す。同
表のとおり，外れ値を除いたデータによる関数モデルの
近似精度は，0.75を上回り，精度がかなり向上してい
る。

外れ値を除いた「自走用」データによる散布図と直線
による近似曲線を図－１5に示す。

④　外れ値（異常値）が発生した要因
外れ値が発生した箇所は，図－2に示す「⑨－⑩地点

間」であり，当該箇所は，図－１6（写真）に示すように，
交差点で2方向からの横断歩道があること，世田谷区本
庁舎等整備工事が行われており，その影響を受けるこ
と，路面が仮復旧状態で凹凸があることから，当該地点
では，被験者は走行安全性を確保するために「徐行」せ
ざるを得なかったことが，その要因である。

図－１4　「自走用」データの散布図と近似曲線（直線）

図－１5　「自走用」外れ値を除いたデータによる散布図と近似曲線

表－１2　「自走用」に係る縦断勾配と平均搬送速度との関係（m/s）

表－１3　関数モデルの近似精度 表－１4　 Smirnov-Grubbs検定による外れ値の分析（m/s）

表－１5　外れ値を除外したデータによる近似精度
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ⅱ．「介助用」の搬送速度への縦断勾配の影響
自走用と同様の検討結果に基づき，外れ値を含むデー

タを表－１6に，外れ値を除外したデータをグラフ化した
散布図と直線による近似曲線を図－１7に示す。

ⅲ．「自走用＋介助用」の搬送速度への縦断勾配の影響
自走用と同様の検討結果に基づき，外れ値を含むデー

タを表－１7に（マイナス勾配に係るデータを含む。），外
れ値を除外したデータをグラフ化した散布図と直線によ
る近似曲線を，図－１8に（プラス勾配のデータのみ）示
す。なお，表－１7のマイナス勾配において，制動用ブレ
ーキを使用する必要があった－3.64〜－8.41％の道路縦
断勾配における平均搬送速度は，1.48〜1.65m/s の間に
分布しているが，この速度は，特に制動用ブレーキを使
用する必要のなかった，－0.25〜－2.12％の道路縦断勾
配における平均搬送速度（外れ値を除外）の分布，1.46
〜1.58m/sと同程度の値となっている。

5．ま　と　め

5. １　手動車椅子による長距離介助搬送の可能性
本研究では，20歳から68歳までの（健常）被験者全

員が，広域避難地までの距離（歩行距離：2km以内）以
上となる，2,184.4mのコースを完走することができた。 

この結果から，手動車椅子の長距離介助搬送により，
介助者が避難行動要支援者を支援できる可能性を示すこ
とができた。

5. 2　歩車道境界の段差の妥当性の確認
歩車道境界部に高さ 2cm を標準とした段差を設ける

としている道路の移動等円滑化に関するガイドラインの
考え方は，車椅子使用者が自走する場合ばかりではな
く，介助者が避難行動要支援者を車椅子で押して介助搬
送する場合においても，同様に妥当なものであることを
確認することができた。

図－１6（写真）　⑨－⑩地点間における実験時の状況

表－１6　「介助用」に係る縦断勾配と平均搬送速度との関係（m/s）

図－１7　 「介助用」外れ値を除いたデータによる散布図と近似曲
線
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5. 3　手動車椅子を使用した介助搬送速度
ⅰ．手動車椅子による介助搬送速度の平均値等
本研究における実験では，手動車椅子（自走用標準

形）で，平均搬送速度1.50m/s（95％信頼区間：1.46〜
1.53m/s），手動車椅子（介助用標準形）で，同1.43m/s

（同：1.37〜1.49m/s），「両者を合わせたデータ」で，同
1.47m/s（同：1.44〜1.50m/s）という結果を得た。

上記の搬送速度で避難を介助した場合，一次避難地
（歩行距離：500m以内）及び広域避難地（歩行距離：

2km以内）までの避難所要時間を，「両者を合わせたデ
ータ」を使用して計算すると，それぞれ，約6分（5.6〜
5.8分）及び約23分（22.2〜23.1分）となる。

ⅱ．介助者の通常歩行速度と搬送速度の関係
介助者の通常歩行速度と搬送速度の関係を調べるため

に，介助者の通常歩行速度を測定し，搬送速度と比較し
たところ，通常歩行速度1.6m/s以下のデータ群では，
通常歩行速度と搬送速度とが，ほぼ同程度の速度となっ
た。これに対して，通常歩行速度1.6m/s以上のデータ
群では，搬送速度が1.6m/sで頭打ちになった。

これにより，一般市街地においては，被搬送者や，同
じ歩道等を通行する他の歩行者等の安全面を考慮する
と，1.6m/s程度が搬送速度の現実的な限界になるもの
と考えられる。

ⅲ．介助搬送速度に対する道路縦断勾配の影響
本実験結果による手動車椅子による介助搬送速度に対

する道路縦断勾配の影響について分析したところ，自走
用標準形，介助用標準形，両者を合わせたデータのいず
れにも道路縦断勾配と搬送速度との間に線形関係を見出
すことができた。

表－１7　「自走用＋介助用」に係る縦断勾配と平均搬送速度との関係（m/s）

図－１8　 「自走用＋介助用」外れ値を除いたデータによる散布図
と近似曲線
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